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1. 問題の所在 

II.  「個人の尊重」規定の 制定 

I11.  学説における「個人の 尊重」 

Ⅰ V.  「個人の尊重」と「人間の 尊厳」の同 

義性と異質性 

1. 問題の所在 

人権 が保障されなければならないということ 

は，今日， 自明のこととされている。 にもかか 

わらず，人権 をめぐる最も 基本的な問題でさ 

え ，必ずしも十分な 答が得られているわけでは 

ない。 

人権 (human,ights,d,oitdel,homme,Men- 

schenrechte) とは，人間の 権 利を意味する 言葉 

であ る。 そもそも，そこで かぅ 「人間」とは 何 

であ り， 「権 利」とは何なのであ ろうか。 人権 

は，基本的人権 ともいわれる。 この「基本的」 

という形容詞と「人権 」という名詞の 関係は， 

どの ょ $ に 捉えられるのであ ろうか。 人権 はま 

た， 基本権 (Grundrechte) といわれる場合が 

あ る。 これは， 同じものを異なる 名称で呼んで 

いるものに過ぎないのであ ろうか。 それとも， 

人権 と基本権 とは，本質的に 異なる内容をもつ 

別の概念なのであ ろうか 1)0 

人権 として挙げられる「権 利」には，変遷が 

見られる。 人権 の ヵ タログが ， 「それぞれの 時代 

の特別な挑戦に 対する 答幻 」であ る以上， この 

変遷は当然のことでもあ る。 18 世紀の人権 宣言 

で 謡 われた権 利， すなわち，人権 の第一世代 

は ， 自由権 と市民権 であ る。 人権 と市民権 を区 

刑 する見解がに 立てば，人権 二 自由権 というこ 

とになる。 所有権 の絶対的保障によってもたら 

される貧富の 差を国家が無視しえなくなり ， 20 

世紀に至って 人権 の第二世代が 登場する。 それ 

は，社会的弱者の 生きる権 利を保障する ，いわゆ 

る 社会権 であ る。 自由権 が「国家からの 自由」 

として権 力の介入を排除することを 本質とする 

のに対して，社会権 は，国家に よ る積極的な施 

策を求めることになる。 この ょう に，両者は ， 

その権 利内容を異にする。 さらに，近時，人権 

の第三世代が 主張されている。 それは，国際 

的には， 平和に生きる 権 利㏄ ght to live in 
peace), 発展の権 利㏄ ght of development), 
連帯 権 ㏄ ght of solidarity) などであ る。 それ 

らは， 第一世代・第二世代の 人権 が個人の権 利 

であ ったのに対して ，個人的権 利であ ると同時 

に集合的権 利であ る点に特色があ るの。 そして， 

わが国においても ， 「新しい権 利」 として知る 

権 利， フライブ ァシ 一の権 利，学習権 などが主 

張されている。 これらの権 利にみられる 従来に 

ない特色は， 権 利の多元的機能的であ る。 ドイ 

ツ連邦共和国 ( 以下， 西 ドイッと略称 ) でも， 

配分請求権 (Teilhaberechte) としての基本権 

が 主張されている 舶 。 伝統的には，それぞれの 

権 利は一元的に ，すなわち，人権 体系の中の一 

つの分類 肢に 整序されてぎた。 しかし今日で 

は，典型的な 自由権 の一つであ る表現の自由の 

参政権 的機能であ るとか， プライヴ ァシ 一の 権 

利や子どもの 学習権 の自由権 的・社会権 的機能 

が論じられている。 この ょう に，多様な展開を 



8  (262) 横浜経営研究 第 W 巻 第 4 号 (1987) 

みせている今日，人権 を統一的に把握すること 

は可能なのであ ろうか。 可能だとしたならば ， 

どのように把握されるのであ ろうか。 それと 

も，それぞれに 対応した個別的な 概念を創らな 

ければたらな い のであ ろうか。 ここでは，人権 

の 概念の問題と 人権 の内容の問題がリンクして 

くる。 

人権 は，一般に ，人間が人間であ るが故に認 

められる「生来的， 前 国家的，不可侵」の 権 利 

であ ると定義されている 7)0 この ょう な 権 禾叩ま ， 

何 p= よって基礎 づ げられるのであ ろうか 0 自然 

法によって く J.L ㏄ ke), 理性 v= よって (I.Kant), 

宗教がこよって (S.A.Kierkegaard), 力 によって 

(F.W.Nie 比 sche), 功利によって (J.S.Mill), 

経済的階級によって (K, Marx), 人間の尊厳 

によって (J. Maritan), 「等しい配慮、 と尊敬へ 

の権 利」によって (R. Dworkin), あ るいは正 

義によって (J. Ra 刮 s) なのであ ろうか。 それ 

とも，その他のものによってであ ろうか 0 この 

ように人権 の理論的基礎に 関しても論議 8) があ 

り，決着をみていない。 そのなかで，第二次大 

戦後， 比較的新しい 用語であ る 弗 「人間の尊厳 

(human dignity, die W 廿 de des Menschen) 」 

が ，人権 の理念的基礎として 普遍的に受容され 

てぎている。 憲法でそれを 誼ぅ 典型的条文が ， 

西 ドイツのボン 基本法Ⅰ 条 1 項であ る。 それに 

対して，わが 国の憲法は，人権 の理念的基礎と 

して 13 条で「個人の 尊重」を 謂 っている。 両者 

は 同旨なのであ ろうか，それとも 異なる内容を 

もつものなのであ ろうか。 

本稿は， 「人間の尊厳」と「個人の 尊重」は 

同様のものではないと 主張されるホセ・コンパ 

ルト教授の問題提起Ⅲに 触発されて，人権 の理 

論的基礎としても 挙げられる「人間の 尊厳」を 

めぐる諸問題を 検討する手懸として ，両者の相 

異を考察しょうとするものであ る。 

11. 「個人の尊王」規定の 制定 

㈹ 第 2 次大戦後の人権 保障と「人間の 尊厳」 

人権 理念が憲法秩序を 支配することは ，「西洋 

の 最近の歴史においてさえ ，原則であ るよりも， 

むしろ例外であ った 、 、 ) 」。 ファッシズム 対自由 

主義の戦いと 規定された第二次大戦における 自 

由主義側の勝利が ，そしてファッシズムにおけ 

る人間への 冒濱 行為が，人権 の保護の国際的 拡 
大 をもたらした。 人権 の保護が，第二次大戦後 
の世界の憲法となったのであ る ", 。 そのなかで 

もとりわけ注目されるのは ，「人間の尊厳」とい 
う文言の高唱であ る。 

権 利章典において「人間の 尊厳」という 文言 

が初めて用いられたのは ，周知のように ，形容 
詞形でではあ るが， 1919 年のワイマール 憲法 

151 条Ⅰ項においててあ った。 それは，いわゆ 

る生存権 の文脈において「人間に 値する生存 
(menschenw 廿 diges Dasein) の保障」を規定 

していた。 1933 年のポルトガル 憲法 6 条 3 号 ") 

は ，国家の責務として 人間の尊厳規定を 採用し 

た。 これも，人間の 生存との文脈においてであ 
る 。 1937 年のアイルランド 憲法は，前文で ，よ 

り一般的な文脈において「個人の 尊厳と自由 
(the dignity and freedom of the individual) 」 

の確保を規定した。 第 2 次大戦後， このような 

傾向は，条約や 国際的人権 宣言においても ， 各 

国の憲法においても 顕著となった ， 。 )0 

1945 年 6 月 26 日に国連総会で 採択された国際 

連合憲章Ⅲは ，国際連合の 目的の一つとして 

「人種， 性 ，言語，又は 宗教に ょ 6 差別なくす 

べての者のために 人権 及び基本的自由を 尊重す 

る」 (1 条 3 号 ) ことを掲げ， 13 条 1 項 b 号 ， 

55 条。 号 ， 62 条 2 項，そして 76 条。 号において 

人権 尊重条項を規定している。 さらに，注目さ 
れることは， その前文で， 「基本的人権 と人間 

の 尊厳及び価値……に 関する信念をあ らためて 

確認」すると 述べていることであ る。 ただ，国 

際連合憲章の 場合には，表現上は ， 自由の基礎 

としての「人間の 尊厳」ではなく ，人権 と並列 

して規定されていることに 留意しなければなら 

ない。 他方， 1945 年 11 月 16 日に調印された 国際 

連合教育科学文化機関 (UNESCO) 憲章は， 
その前文において 第 2 次大戦が「人間の 尊厳・ 
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平等・相互の 尊重という民主主義の 原理を否定 

し」 た 戦争であ ると規定し「文化の 広 い 普及と 

正義・自由・ 平和のための 人類の教育とは ， 

人間の尊厳に 欠くことのできないものであ 」る 

と述べている。 自由の基礎としての「人間の 尊 

厳 」とし ぅ 概念にとって 決定的に重要な 役割を 

果たしたのは ， 1948 年 12 月 10 日に制定された 世 

界人権 宣言であ る。 その前文は， 冒頭におい 

て，「人類社会のすべての 構成員の固有の 尊厳と 

平等で譲ることのできない 権 利 (the  inherent 

dignity  and  of  equal  and  inalienable  of  all 

members  of  the  human  family)  との承認は， 

世界における 自由，正義及び 平和の基礎をなし 

ている」と述べている。 そして， 1  条は ， 「 す 

べての人間は ， 生まれながらにして 自由であ り， 

尊厳と権 利について平等であ る ( 付 l human 

beings are born free and equa Ⅱ ndignityand 

rights) 」と規定している。 

各国のなかで ，戦後初めて 人間の尊厳という 

文言を権 利章典に採用したのは ， 1945 年 7 月 16 

日の「スペイン 国民の権 利章典 " 」であ る。 そ 

のⅠ条は，国家活動の 指導的原則として「人間 

の尊厳， 高潔及び自由に 対する尊重 (, 。 spe 。 t 

for the dignity, integrity, and liberty of the 

human person) 」を宣言した。 わが国やドイツ 

とともに第二次大戦でファッシズム 陣営に籍を 

置いたイタリアは・ 1947 年に制定した 憲法の 41 

条 2 項において，経済的自由に 対する限界の 一 

つを示すものとして「人間の 尊厳」という 用語 

を採用した ", 。 

西 ドイツにとって ， ワイマール憲法の 崩壊と 

ナチスの独裁という 体験を踏まえた 新しい道徳 

的・政治的秩序の 建立が不可欠の 課題であ った。 

戦後制定されたいくつかの 州 憲法は，ボン 基本 

法に先がげて「人間の 尊厳」 という用語を 採用 

しているⅥ。 それらのうちには ，生存権 の文脈 

を超えて「人間の 尊厳」を用いるものがみられ 

る 。 例えば， 1946 年 m2 月 1 日のへ ッ セン 州 憲法 

3 条は， 「生命，健康，名誉および 人間の尊厳 

は，不可侵であ る」と規定する。 1946 年 12 月 2 

日の " ィエ ルン 州 憲法 ェ ㏄条は， 「人間の人格 

の尊厳 (die Wtirde der men ㏄ hlichenPerson- 

lichke めは，立法，行政および 裁判において 尊 

重される」と 規定する。 これと同様の 規定は ， 

1947 年 10 月 21 日のブレーメン 州 憲法 5 条Ⅰ項に 

もみられる。 そして， 1947 年 5 月 18 日のライン 

ラント・プファルツ 州 憲法前文は， 「自由と人 

間の尊厳を保障すること」を 基本原則として う 

たっている。 また， 州 憲法のなかに ， 日本国憲 

法 W3 条前段の「すべて 国民は，個人として 尊重 

される」規定と 非常に類似した 規定があ るのが 

注目される 0 それは， 1947 年 12 月 15 日のザール 

ラント 州 憲法 1 条前段てあ る。 それは「すべて 

の人間は，個人として 尊重される権 利を有する 

(Jeder  Mensch  hat  das  Recht,  als  Dnzelper- 

son  geachtet  zu  werden) 」と規定する。 

1949 年 5  月 23 日のボン基本法は ，「国家は人間 

のために存し 人間が国家のために 存するので 

はない」 ( ヘレンキー ムゼ一 草案 1 条 1 項Ⅲ ) と 

いう思想に基づいて 基本権 の章を第一章とし 

そしてその冒頭の 1 条 1 項で「人間の 尊厳は， 

不可侵であ る (Die W 廿 rde des Menschen ist 

unantastbar) 。 これを尊重しかつ ，保護する 

ことは，すべての 国家権 力の義務であ る 獅 」と 

規定した。 

このように，戦後の 国際的人権 宣言や各国の 

憲法において「人間の 尊厳」規定は 多くみられ 

るのに対して ， 「個人として 尊重される」とい 

ぅ 規定はみあ たらない。 どのような経過で ， 日 

本国憲法 13 条に「個人の 尊重」が，そして 24 条 

2 項に「個人の 尊厳」が規定されることになっ 

たのであ ろうか。 

(2) 憲法制定 更 における「個人の 尊重」規定 

ィ ) 日本側の憲法改正試案における 権 利章典 

政府レ ダヱル での憲法改正案は ，公式には， 

3 つのものがあ る ") 。 幣原喜重郎内閣の 内大臣 

府 における近衛文麿 案 およびその協力者であ っ 

た 佐々木惣一案，そして ，幣原内閣の 松木藩治 

国務大臣を委員長とする 憲法問題委員会 ( 松本 
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委員会と略称 ) の憲法改正要綱であ る。 これら 

3 つの改正案に 共通して見られる 権 利章典での 

改正点は，大日本帝国憲法 ( 以下，旧憲法と 略 

称 ) 3t 条の非常大権 条項の削除だけであ る。 

近衛 案 " は ，人権 に関して次の 3 点について 

言及している。 国民の自由は 法律に先行するも 

のであ ることを明らかにする ，外国人も本則と 

して日本人と 同様の取扱を 受けることを 明らか 

にする，そして ョ目 帝大権 の撤廃であ る。 近衛 案 

は ，外国人の取扱の 点で注目すべきものがあ る 

が，基本的には 旧憲法の権 利章典 と 変らないも 

のであ る。 他方，佐々木 案 めは，旧憲法の 権 利 

章典のうち 1 力 条を除いてはすべて 訂正し ま 

たいくつかの 新しい条文を 加えている。 新たに 

加えられた権 利は， 「人間必需 / 生活 ヲ 享受ス 

ル権 利」，「学問芸術政教育支援 / 自由」，そして 

国家賠償請求権 であ る。 また，佐々木 案も ，近 

衛 案 と同様に，権 利・自由の保障規定を「日本 

臣民二非サル 者二位 此ヲ 準用 ス 」としている。 

佐々木案は ， - 確かに，政府関係の 試案のうちで 

は最も権 利章典が充実しているとかえるしそ 

こには日本国憲法の 権 利章典にない 規定も見ら 

れる。 しかし 章 題をⅠ臣民」としている 点， 

国家緊急権 を認めている 点，法律ばかりでなく 

命令に よ る権 利制限も認めている 点等からし 

て，佐々木案の 権 利章典が「日本国憲法の 基本 

的人権 の規定と木質において 異ならないものが 

あ る 蟻 」とはいいえない。 

1946 年 2 月 8 日に総司令部 (GHQ) へ 提出さ 

れた政府の憲法改正要綱めては ，その権 利章典 

の修正は同年 2 月 1 日に松本委員会 集 として毎 

日新聞によってスクープされたものよりもさら 

に 少ないもので ， 「日本国民に 対し基本的人権 

を保障するには ，全く不充分なものであ る 朋 」。 

政府以外のレ ダ ， ル においても，政党，団 

体，個人の憲法改正試案Ⅲが 発表された。 なか 

でも， GHQ が大日本帝国憲法の 権 利章典「 よ 

りもはるかに 実効的であ る 28) 」と評価した ，高 

野岩三郎・森戸辰男らをメンバーとする 憲法研 

究会の憲法改正要綱 " が 注目される。 それは， 

「国民権 利義務」として ，平等に関する 規定 
( 出生又は身分に ょ 6 差別の禁止，栄典の 廃止， 

男女平等，民族人種による 差別の禁止 ), 言論・ 

学術・宗教の 自由の保障， 拷 門の禁止，請願・ 

国民発案・国民表決の 権 利を規定している。 さ 

らに，同要綱は ， 「健康二シテ 文化的水準 / 生 

活 ヲ 常ム権 利」 とし う いわゆる生存権 を保障 

し労働者の権 利のために詳細な 規定を置いて 

いる。 すなわち，労働に 対する報酬を 受ける 権 

利 ，休息の権 利， 8 時間労働 制 ，有給休暇制， 

療養所等の完備， 「老年疾病兵 / 他 / 事情 ニョ 

リ 労働不能二階 リ タル場合生活 ヲ 保障サル権 

利」であ る。 そして，同要綱は ，「国民 " 民主主 

義 並 平和思想二基 ク 人格完成社会道徳確立諸氏 

族トノ 協同二 男 ムルノ義務 ヲ有ス 」と規定して 

いる。 

民間の憲法草案は ，一般に政府関係のもの ょ 

りも詳細な権 利章典を規定してはいるが ， 「 個 

人の尊重」とか「人間の 尊厳」といった 文言は 

見られない。 

口 ) 改正草案における「個人の 尊重」規定 

1946 年 2 月 3 日に，憲法改正の 基本原則とし 

て起草にあ たる GHQ 民政局に示された ，いわ 

ゆる マッカーサー 三原則は，基本的人権 の保障 

については触れていない。 従って，基本的人権 

の保障の具体化は ，一切民政局に 委ねられたこ 

とになる。 そこ て ，マッカーサー 草案の作成過 

程における 「個人の尊重」規定についてみてみ 

ることにしたい。 

まず， GHQ における準備研究として ， 1945 

年 12 月 6 日に，民政局の M.E. Rowell 陸軍少 

佐が「レポート・ 日本の憲法についての 準備的 

研究と提案，。 ， 」を作成している。 その付属文書 

A  「権 利章典」では ，保障されるべ き 人権 が個 

別的に記されているが ， 「個人の尊重」あ るい 

は「人間の尊厳」 といった一般的規定はみあ た 

らない。 

P.K. Roest, H.E. Wildes, B. Sirota をメ 

ンバー とする「人権 の章についての 小委員会」 

が，権 利章典の部分を 担当した。 「小委員会集」 
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は ， 「総則」の章で「個人の 尊重」に関する 次 

のような規定を 置いている。 

The’eudal《ystem｛f゛apan《hall…ease ， All 

Japanese  とモノ ヮ かすれ e  o/  亡ん ci ㌃ A ぴ佛 d れ ビゆ shallbe 

respected@ as@ indi   idu3s ・ ThCr@ right@ to@ life ， 

liberty ， and@ the@ pursuit@ of@ happiness@ within 

the@limits@ of@ the@ general@ welfare@ shall@ be@ the 

supreme@consideration@of@all@law@of@alll@govern- 

ment8@   acti   n ， 3" 

「小委員会 案 」では，上記のように ， 「人間 

であ るが故に個人として 尊重される」となって 

いる。 2 月 12 日の運営委員会による 検討の際も 

この部分は修正されることなく ，マッカーサー 

草案 12 条となった。 

また， 「小委員会 案 」は，「社会的権 利および 

経済的権 利」の章の冒頭に 家族制度に関する 規 

定を置いている。 

「・…‥配偶者の 選択，財産権 ，相続，本居の 

選択，離婚並びに 婚姻および家庭に 関するその 

他の事項を，個人の 尊厳 (individualdignity) と 

両性の木質的平等の 見地にたって 定める法律が 

制定されるべきであ る。 肋 」 

本条のこの部分は 修正されることなく ， マッ 

カーサー草案 23 条となった。 

2 月 13 日に てッヵ一 サー草案とともに ， 日本 

側「憲法改正 ( 案コの 説明のための 覚書」が手渡 

された。 それは， 「権 利章典」に関し 次のよ 

うに述べている。 

「この章は，日本にいるすべての 人に対して， 

民主的社会において 基本的とされている 人間の 

権 利を保障するものであ る。 さらにそれは ，個 

人の尊厳 (the dignity of the individual) と社 

会の福祉の維持のため 必要だとされるにいたっ 

た社会的原則経済的原則をも 打ち出している。 

……これらの 規定のうちには ，時代錯誤的な 家 

族習慣   これは日本における 封建的諸制度を 
永続化する傾ぎをもつものだが   を除去する 
ことを目的としたものもあ る。 33 Ⅱ 

政府は っッヵ一 サー草案の下で ， いわゆる 

「 3 月 2 日 案 」を作成し 3 月 4 日に GHLN に 

提出している。 松本国務大臣，佐藤達夫法制局 
次長および入江俊郎法制局長官によって 作成さ 

れた 3 月 2 日案は，マッ ヵ一 サー草案 12 条から， 

第 Ⅰ 段 全部，すなわち ，封建制度の 廃止に関す 

る条項を削除し 第 2 段から「人間であ るが 

故に」とし ぅ 文言を削った。 また， 3 月 2 日案 

は， マッカーサー 草案 23 条から家族に 関する部 

分を削除し 37 条で夫婦同等の 権 利を規定して 

いる。 

3 月 4 日夜から翌日午後 4 時すぎまで行わ 

れた政府側と GHQ 側 との逐条審議において ， 

GHQ 側は権 利章典に関してマッカーサー 草案 

と 3 月 2 日案との相違が 著しいことを 指摘して 

不満を表明した。 そこで， マッカーサー 草案を 

もとにして審議することとなった。 3 月 2 日案 

で削除された 23 条は，復活した。 そして， 3 月 

2 日案による 12 条の「封建制度の 廃止」条項の 

削除については 議論となったが ，結局削除が 認 

められた 即 。 12 条の「人間であ るが故に」とし 

ぅ 文言の削除については ， GHQ はそのまま認 

めた。 この削除の理由は ，資料には明記されて 

いない。 ただ，法令用語として ，あ るいは日本 

語として熟していないというのが ，削除の理由 

であ ったのではないかと 推測される。 というの 

は， マッ ヵ一 サー草案 23 条 1 項の「家族は ，人 

類社会の基礎であ り， その伝統は善きにつげ 悪 

しきにつげ (forgoodor ev の国全体に浸透す 

る」とし ぅ 規定も， 「善きにつげ 悪しきにつげ」 

という表現は 法令用語として 相応しくないとし 

て削除されている⑥からであ る。 

こうしてできたのが ，政府によって 3 月 6 日 

に発表された「憲法改正草案要綱」であ る。 マ 

ッヵ一 サー草案 16 条 ( 「覚国人は ， 法の平等な保 

護を受ける」 ) が削除されたので ，マッ ヵ一 サー 

草案 23 条は「草案要綱」では 22 条となった。 

政府がこの「草案要綱」を 法文化する過程で 

補正を適当とする 箇所が生じ，それらの 点につ 

いて GHQ 側 との交渉が行われた。 ただし要 
綱 12 条および 22 条については 表現の修正が 行わ 

れたにとどまり・ 内密的補正の 議論は行われて 
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いない。 4 月 17 日，政府は口語体の「憲法改正 

草案」を発表した。 この「憲法改正草案」は ， 

同日枢密院に 諮 諭 された。 

ハ ) 枢密院および 帝国議会での 審議における 

「個人の尊重」 

第 4 回 (5 月 6 日 ) 枢密院帝国憲法改正案審 

査委員会で， 林頼 三郎委員が基本的人権 に関し 
て質問をしている。 そのうち「個人の 尊重」に 

関連するのは ，草案 22 条は「社会組織 ヲ 個人主 

義二 任セ 家族主義 ヲ廃 セントノ趣旨ナリヤ」，そ 

して草案 23 条 ( 生存権 の保障 ) は個人の尊重の 
建前に反しないのか ， という質問であ る。 前者 

に対し入江俊郎法制局長官および 佐藤達夫法制 

局次長は，家族制度を 正面から禁止するもので 
はない， と 答弁している。 後者の質問に 対して 

は，社会の福祉を 目的とすべ き 立法の方針を 示 

したもので，個人の 尊重の建双と 抵触しない， 

と 答弁している 36, 。 

5 月 22 日に吉田茂内閣が 成立したため ， 諮拘 

中の草案は先例によって 一度撤回された。 閣議 

で， 「憲法改正草案」の 若干の条文が 訂正され 

た。 草案 22 条では，「両者の 合意に 塞 いてのみ」 

が「両性の合意のみに 塞 いて」と訂正された。 

5 月 25 日に訂正された 草案が改めて 枢密院に諮 

諭 され，審査委員会での 審議の後， 6 月 8 日に 

枢密院本会議で 可決された。 こうして， 6 月 20 

日に，帝国憲法改正案は 帝国議会へ提出される 

こととなった。 

衆議院の帝国憲法改正案委員小委員会 ( 通称 

芦田委員会 ) は，改正案 22 条について訳語の 問 

題を含めて議論し 「個人の権 威」を「個人の 

尊厳」と訂正した。 しかし 12 条の「個人の 尊 

重 」については 議論されていない。 そして，芦 

田委員会では ，条文が新たに 加えられた結果， 

改正案 12 条は 13 条に，改正案 22 条は 24 条となっ 
た， 」 7) O 
  

それに対して ，貴族院では ， 「個人の尊重」 

や「個人の尊厳」をめぐって 若干の議論がみら 

れる。 

まず， 8 月 26 日の貴族院本会議における 高柳 

賢三議員からの 総論的質問に 対する答弁の 中 

で，金森国務大臣は 次のように述べている " 。 

「第姉章のⅠ国民の 権 利および義務上に 付き 

まして，高柳君は 鋭く人格の尊重，個性の 尊重 
という点を眼目として ， この下国民の 権 利およ 

び義務 コ の章の中に盛込んであ る原則について 

触れて 御 尋ねになりました。 正しく 御 説の通り 

であ りまして， この憲法は，幾分十九世紀或は 

更に遡った所の 個人尊重の感じがしないことは 

あ りませぬけれども ，併し決してそれのみに 終 

始するものてはなくして ，先ず十分に 個人の覚 
醒に， 目覚めて，その 個人が健全なる 集団生活 

を営みまする 時に守るべき 限界をはっきり 見定 

めるというのが ，第三章の眼目とする 所であ り 

ます 口 

9 月 16 日の特別委員会で 佐々木惣一議員は ， 

13 条の「個人として 尊重される」とし 5 条文の 

意味について 質問している。 それに対して ， 金 

森 徳次郎国務大臣は ，それは「結局これだけの 
意味であ りまして，国民と 云 う 言葉が集団的な 

意味にも使われて 居りますし各個人の 人間と 

しても国民と 表 5 文字は使われて 居ります。 こ 

この所は集団的でない ，国民と云 う ものは，国 

家を構成して 居る単位としての 人間として大い 

に尊重されると 云う原則をここで 声明した訳で 

あ ります。 そう特別に深い 意味ではない ， この 

原則の発展として ， これから出て 来る具体的 規 

定 が生まれて来る ， 斯 う 云 う 風に考えます」と 

答弁している⑨。 

24 条の「個人の 尊厳」については ， 9 月 18 日 

の特別委員会において 大河内 輝耕 議員がその 具 

体的 ・法律的内容について 質問している。 これ 

に対して，金森国務大臣は ，「故無くこれ ( 個人 コ 

に 対して，普通に 申しまする意味の 人格を認め 

ないような行き 方がいげないと 云 う ことを言っ 

て居るのであ ります」 ， と 答弁している 40)0 

こうして， 日本国憲法 W3 条の「個人の 尊重」 

条項と 24 条の「個人の 尊厳」条項は 成立した。 

審議過程において ， 「明治以来の 日本的絶対 制 

の イデオロギ一の 巨大な壁塁の 一つであ る 41) 」 
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儒教的 = 封建的家族制度の 存否をめぐっては 活 

発な議論がなされたが ， 「個人の尊重」や「個 

人の尊厳」という 文言自体に関してはあ まり議 

論がなされなかったといえる。 政府側の説明に 

ょ れば， 「個人の尊重」や「個人の 尊厳」規定 

は ， 日本国憲法が 個人主義の原理に 立脚する憲 

法であ ること，従来の 封建的な家族制度の 存在 

が問題となることを 意味する。 そして， その個 

人主義は 19 世紀的な原子論的個人主義に 尽きる 

ものではないこと ，それが「人間として」尊重 

「個人の尊重」 (13 条 ) 

12 条 : 日本の封建制度は ，廃止されるべ 
きであ る。 すべての日本人は ，人間であ 
るが故に個人として 尊重される。 生命， 
自由および幸福追及に 対する国民の 権 利 
は ，一般の福祉の 範囲内で，すべての 法 
およびすべての 政府の行為において ， 最 

マッカーサー 草案 大の尊重を受けるものとする。 

「個人の尊厳」 W24 条 ) 

23 条家族は，人類社会の 基礎であ り， 
その伝統は善きにつけ 悪しきにつけ 国全 
体に浸透する。 婚姻は，両性が 法律的に 
も社会的にも 平等であ ることは争うべか 
らざるものであ る ( との考え コ に基礎をお 
き，親の強制ではなく 相互の合意に 基づ 
き，かつ男性の 支配ではなく ( 両性の コ 協 
力に依り維持されなければならない。 こ 
れるの原理に 反する法律は 廃止され，そ 
れに 伐 って，配偶者の 選択，財産権 ，相 
続，本居の選択，離婚並びに 婚姻および 
家族に関するその 他の事項を，個人の 尊 
厳と両性の本質的平等の 見地に立っで 規 
制する法律が 制定さるべきであ る。 

3 月 2 日 案 

12 条 : 凡 テノ国民ハ個人トシテ 尊重セラ 
レル ベク，其 / 生命， 自由友幸福 / 追求 
二対スル権 利 ハ 公共 / 福祉 ニ 抵触セザ ル 

限 立法 其 / 他 諸般 / 国政 / 正二 於テ 最大 
/ 考慮 ヲ払 ハル ベシ 

37 条 : 婚姻 ハ 男女相互 / 合意二基キテノ 
ミ成立 シ ， 且 夫婦 ガ 同等 / 権 利 プ有 スル 
コトヲ 墓木トシ相互 / 協力 二 依り維持セ 
ラ ルベキ モノトス 

憲法改正草案要綱 

憲法改正草案 

12 裂凡テ 国民 / 個性 ハ之ヲ 尊重 シ其ノ 
生命， 自由友幸福希求二対スル 権 利付 テ 
ハ 公共 / 福祉 二 抵触セザル限り 立法 其ノ 
他 諸般 / 国政 / 正二 於テ 最大 / 考慮 ヲ払 
ウベキコト 

12 条すべて国民は ，個人として 尊重さ 
れる。 生命，自由及び 幸福追求に対する 
国民の権 利については ，公共の福祉に 反 
しない限り，立法その 他の国政の上で ， 
最大の尊重を 必要とする。 

  

22 条 : 婚姻 ハ 両性双方 / 合意二基キテ ノ 
ミ 成立 シ且 夫婦 ガ 同等 / 権 利 ヲ有 スル コ 
トヲ 基本トシ相互 / 協力 二 依り維持セラ 
ルベ キコ ト 

②配偶者 / 選択，財産権 ，相続，住所 / 選 
定 ，離婚 並二 婚姻 及 家族二関スル 其 / 他 
ノ 事項二関 シ 個人 / 権 威 及 両性 / 本質的 
平等 二 立脚スル法律 ヲ 制定スベ キコト 

22 条 : 婚姻は，両性の 合意に 塞 いでのみ 
成立し夫婦が 同等の権 利を有すること 
を 基本として，相互の 協力により，維持 
されなければならない。 
②配偶者の選択，財産権 ，相続，住所の 
選定，離婚並びに 婚姻及び家族に 関する 
その他の事項に 関しては，法律は ，個人 
の 権 威と両性の本質的平等 @= 立脚して， 
制定されなければならない。 

日本国憲法 

  

13 条すべて国民は ，個人として 尊重さ 
れる。 生命，自由及び 幸福追求に対する 
国民の権 利については ，公共の福祉に 反 
しない限り，立法その 他の国政の上で ， 
最大の尊重を 必要とする。 

24 条婚姻は，両性の 合意のみに 基い て 
成立し，夫婦が 同等の権 利を有すること 
を基本として ，相互の協力により ，維持 
されなければならない。 
②配偶者の選択，財産権 ，相続，住所の 
選定，離婚並びに 婚姻及び家族に 関する 
その他の事項に 関しては，法律は ，個人 
の権 威と両性の本質的平等に 立脚して， 
制定されなければならない。 
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されるとか人格と 結び付いて述べられているこ 

とが注目される。 

こ 5 してみると， 日本国憲法の 父たちは， 

GHQ を含めて，「個人の 尊重」 ニ 「個人の尊厳」 

二 「人格の尊重」と 解していたといえる。 とり 

わ け ， GHQ は「個人の尊厳」と「人間の 尊厳」 

を同義で捉えていたことが ，憲法制定過程から 

も，そして次節でみる 警察法の制定からも 窺え 

る。 

( 条文の推移については ，前頁の一覧表。 2) を 

参照 コ 

(3) 法律における「個人の 尊重」規定 

新憲法の施行に 体な い ， これに違反する l 日憲 

法下の法令は 改廃されることを 余儀なくされ 
た。 そして，新憲法の 精神に基づいて 新しい法 

令も制定された。 そのうち，本稿のテーマとの 

関連では， 「個人の尊厳」を 教育目的として 掲 

げる教育基本法 朗 ，立法目的規定において「売 

春が人としての 尊厳を害する」ことを 掲げる売 

春防止法の規定が 注目される。 とりわけ，その 

前文で「人間の 尊厳」という 表現を用いている 

1947 年の警察法が 注目される。 この文言は 1954 

年の警察法の 全面改正によって 消されてしまっ 

たが，「日本では ，ア人間の尊厳 コは 国内法上の 

概念としては 存在していない 何 」とはいいえな 

いのであ る。 

1947 年 12 月 17 日に公布された 警察法は，わが 

国では他の法律にはみられない「人間の 尊厳」 

という表現を 用いている。 

わが国の戦前の 警察は，民出のためのではな 

く， 時の権 力者に奉仕する 察 であ った 0 とり 
わけ， 「戦双十ヵ年における 日本の軍閥の 最も 

強大なる武器は ，中央政府が 都道府県庁を 含め 
て行使した思想警察および 憲兵隊に対する 絶対 

的な権 力であ る。 これらの手段を 通じて軍はそ 

の 政治的スパイ 網を張り，個人の 尊厳を堕落せ 

しめるに至った 劫 」警察の民主化は ，人権 保障 

の点からも急務の 課題であ った。 マッカーサー 

最高司令官の 指示により警察法の 制定に動ぎ出 

した政府は ， 1947 年 10 月 13 日に GHQ に草案を 

提出した。 その 1 条 2 項は， 「警察の活動は ， 

厳格に双項の 範囲に限らるべ き ものであ って， 

いやしくも個人の 思想および良心の 自由の千 渉 

にわたる等その 権 能を濫用することとなっては 

ならない」 と 規定していた 埼 。 しかし，国会に 

提出された警察法案には ，新憲法や教育基本法 
にならってその 基本理念を明らかにする 前文が 

つげられていた。 したがって，貸料的には 分明 

ではないが， この前文は GHQ による指示に よ 

るものと推測される。 

前文は ， 次のように規定していた。 

「国民のために 人間の自由の 理想を保障する 

日本国憲法の 精神に従い， 又 地方自治の真義を 

推進する観点から ，国会 は 秩序を維持し 法令 

の執行を強化し 個人と社会の 責任の自覚を 通 

じて人間の尊厳を 最高度に確保し (s ㏄ uringthe 

maXimumofhumandignity) 個人の権 利と自由 

を保護するために ，国民に属する 民主的権 威の 

組織を確立する 目的を以って ， ここにこの警察 

法を制定する ", 」。 

前文の「最高度」の 意味に関する 国会での質 

疑に対し政府側は ，「最高度という 意味は ， も 

う その通りであ りまして，憲法の 十三条にあ り 

ます よう に，個人として 尊重される国民の 権 利 

というものは ，立法その他の 国政の上は最大の 

尊重を必要とするということに 符合いたすので 

あ ります」と答弁している 何 。 また，学説も ， 

一般に   この「人間の 尊厳」を個人の 尊厳と同 

義として解説していた。 。 ' 。 

I11. 学 説 における「個人の 甘 圭 」 

㈲ 憲法制定当初の 学説 

基本的人権 の保障を明文で 規定する日本国憲 

法の制定後， 13 条の「個人の 尊重」および 24 条 

の「個人の尊厳」は ，学説によってどのように 
解釈されていたのであ ろうか。 戦後の代表的な 

憲法学者であ る美濃部達吉博士，佐々木惣一博 

士，そして宮沢俊義博士の 著作からみてみるこ 
とにしたい。 
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美濃部博士は ， 日本国憲法が 公布されて 1 週 

間後に発行された 自治研究 22 巻Ⅱ号から 4 回に 

わたって「新憲法における 国民の権 利義務」を 

連載し 13 条の「生命，自由および 幸福追求に 

関する国民の 権 利」と 1776 年の ァメリヵ 独立 宣 

言 との密接な関連性を 指摘するとともに ， 13 条 

を次のように 説明している 60) 。 

13 条は， 「十八世紀以来の 個人的自由主義の 

思想を言明し ， 之を以て国政の 指針として宣言 

せるもので」あ り， 「国民は国家および 社会の 

一員たると共に 個体としての 生存を有するもの 

で，本条は先 づ 其の個体としての 生存に付き之 

を尊重すべき 国家の義務を 宣言して居るのであ 

る」。 

そして， 25 条 2 項の条文を示して ， 「個人的 

権 利ばかりでなく 社会的利益の 保護も憲法の 等 

しく重要視する 所 」であ ると指摘する 文脈の中 

で，個人的自由主義を 指すものとして「個人の 
人格を尊重する」という 表現が出てくる " 。 

さらに，美濃部博士は ， 日本国憲法施行から 

2 カ月余り後には『新憲法逐条解説』というコ 

ンメンタールを 出版している。 そこで， 13 条を 

「個人的人格権 」の標題の下で 解説している。 ，， 。 

それに ょ れば， 「本条は基本的人権 の中でも殊 

に基本的というべき 個人的の人格権 を保障して 

いる。 ・…‥個人としての 生存こそ総ての 人権 の 

基本たるべきもので ，本条は即ち 人の個人とし 

ての生存の権 利を尊重することを ，国政の基本 

として宣言しているのであ る。 」 そして， 13 条 

は，全体主義の「思想を 排斥して，個人主義の 

思想を肯定すると 共に ， 其の極端に排すること 

を抑制し公共の 福祉と調和し 得べ き 限度にお 

いてのみ尊重せらるべきものと 為し個人主義 

と 全体主義とを 適度に調和すべきものとして 居 

るのであ る。 」そして， 24 条に関しては ， 「家を 

尊重する封建的遺物として 廃棄し個人主義の 

思想を貫登して 専ら各人の人格を 尊重し。 " 」 ょ 

ぅ とするものであ る， と述べている。 

上記から明らかな よう に，美濃部博士は ， 

「個人の尊重」 二 「個人の尊厳」 二 「人格の尊重」 

と 理解している。 但しその論拠は 示されてい 

ない。 引用した文章では ， 13 条に権 利性を認め 

ているかのようにも 読める。 しかし この点に 

ついてほ，美濃部博士は ， 1948 年 4 月 20 日に公 

刊された丁日本国憲法原論』において ， 13 条は 

「具体的な特定の 権 利又は自由に 関する定では 

なく，総ての 権 利および自由の 基礎たるべきか 

く個人の人格を 尊重することを ，国政の基本と 

して宣言して 居るのであ るめ」と述べて ， その 

権 利性を明白に 否定した。 

宮沢博士も， 1949 年に公刊した [ 憲法大意』 

において， 13 条は「個人の 尊厳の原理 ( 個人主 

義 ) を言明したものであ 。 。 ， 」 9, 13 条・ 24 条の 

規定から明らかなよ う に「新憲法は『個人の 尊 

厳コ ということをその 根本としている。 『個人 

の尊厳 コ とは，個人の 価値を承認し 個人をど 

こまでも尊重しようとする 原理をいう。 これを 

個人主義といってもいい 肺 」と述べている。 翌 

1950 年に公刊した『憲法入門』においても ， 同 

様のことを述べ ，個人主義が 利己主義や全体主 

義と異なるものであ ると指摘している。 7) 恥 。 

佐々木博士は ， 1949 年に公刊した『日本国憲 

法論 山 において， 13 条を次のように 説明してい 
る 。 9) 
O 

「国民が個人として 尊重される」とし ぅ のは， 

国民が「国家権 力に対して従属的立場ではなく 

独自の立場において ，人間としての 存在を求め 

られ，国家に 対して，その 存在を主張 L 得るこ 

とを定めるのてあ る。 これを称して 国民の存在 

権 という。 人間は，人間本来の 本能として， 自 

己の生命を愛し 自由を有し及び ，幸福を追 

求するという 意欲を有するものであ るから， 人 

間の存在の内容は ，生命を愛 L, 自由を有し，幸 

福を追求することであ る。 故に， これらの意欲 

を有しこれを 実現することを ，国家 ャこ 対して主 

張することが 国民の個人としての 存在を主張す 

るの権 利であ る。 それが国民の 存在 権 であ る 口 

また， 1950 年に公刊された T 憲法大義』にお 

いても，佐々木博士は ， 「憲法において 国民の 

基本的人権 を定めるのは ， 国家が国民によりて 
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人間として取扱われるために ， 与えられなくて 

はならぬものと 判断するのであ る」 と述べ， u 

条の権 利・自由を，存在 権 ，一般的自由権 ，そ 

して「人格の 保持向上に関する 国務要求 権 」と 

して説明している 60 ，。 

この見解は，美濃部博士や 宮沢博士のそれと 

比べると，著しく 特徴的であ る。 一 つは ， 13 条 

の「個人の尊重」に 関し個人主義の 原理を意 

味することを 否定する趣旨とは 思われないが ， 

個人主義とか 個人の尊厳といった 表現が見られ 

ないことであ る。 他の一つは， 13 条の権 利性に 

関してであ る。 美濃部博士や 宮沢博士が 13 条の 

権 利性を否定するのに 対して，佐々木博士はそ 

れを「国民の 存在 権 」と称して，その 具体的内 
容 に関しては明らかではないが ，権 利性を肯定 

していることであ る。 

(2) 通説的見解 

コンパルト教授によっても 引用されている 

が，宮沢博士は ， 1955 年に公刊したコンメンター 

ル丁日本国憲法』では ， 13 条の「個人の 尊重」 

について次のように 解説している 6 、 ， 。 

① 個人主義の原理を 表明したものであ る。 

② 24 条 2 項の「個人の 尊厳」と同じ 意味に 

解していい。 

③ 個人とは，具体的な 生きた一人一人の 人 

間 をい う 。 

④ 個人主義は，一方で 利己主義に反対し 

他方で全体主義を 否定する。 それは，すべ 

ての人間を自主的な 人格として平等に 尊重 

しょうとするものであ る。 

⑤ 個人主義は，基本的人権 の尊重を要請し 

そこから，民主主義的諸原理が 派生する。 

⑥ ボン基本法 1 条の「人間の 尊厳は侵され 

ない。 これを尊重し 保護することは ，す 

べての国家権 力の義務てあ る」という規定 

は ，本条と同じ 趣旨であ る。 

の 個人主義は， 「 家 」の制度の廃止を 要請 

する。 

1959 年に公刊した『憲法Ⅱ』でも ， 同様な説 

明 が行なわれている②。 

その後，多くの 教科書・概説書において ，同 

様の説明が「個人の 尊重」に与えられている。 

13 条を「個人の 尊厳」の標題の 下で説明するも 

の㈹，人格と 結び付けて説明するもの。 4), そして 

さらにボン基本法 1 条Ⅰ 項 「人間の尊厳」と 同 

趣旨だと説明するもの 減も多くみられる。 最高 
裁判所も，憲法 13 条が「個人の 尊厳と人格の 尊 

厳を宣言したものであ ることは勿論であ る 6 。 ， 」 

と 断言している。 

憲法 13 条は， わが国の憲法学界において 活発 

な議論を呼び 起し続けている ポレ，ッシュ な条 

文であ る。 しかしそこで 論争されてぎている 

のは， 「個人の尊重」に 関してではなかった。 

13 条では， まず， 人権 の制約原理としての「公 

共の福祉 : が問題とされた。 次いで，いわゆる 

幸福追求権 をめぐる論議が ，活発となった。 そ 

れが， 今日も続いている。 それゆえ， 13 条に関 

する論稿は多いが ， 「個人の尊重」について 正 

面から論じたものは 少ない。 「個人の尊重」に 

ついて論じた 論文としては ， 年代順にみてみる 

と， 落合 勇 博士「個人主義の 原理 刑 」， 八木哲 

男教授「個人の 尊厳。 " 」， 恒藤恭博士「個人の 

尊厳㏄，」， 井上 茂 教授「個人の 尊厳と普遍の 法 

則，。 ，」， そしてコンパルト 教授の論 稿 ぐらいで 

あ る ", 。 このうち， 「個人の尊厳」 二 「人格の尊 

厳」説をとるのは ，落合博モ と 井上教授であ る。 

入木教授は， 叩 個人の尊厳』ということと『 人 

格の尊厳』とし ぅ ことは， あ るいは別個の 内容 

をもつとも考えられ ぅる戸わ 」としつつも ， 当 

該論文では「個人の 尊厳」と「人格の 尊厳」を 

区別せずに用いている。 これに対して ，通説的 

見解に異論を 唱え， 「個人の尊厳」と 「人格の 

尊厳」は同じものではないとするのが ，恒藤博 

士とコンパルト 教授であ る。 また， 森 英樹教授 

は，日本国憲法 13 条とボン基本法 1 条について， 

「当該規定の 歴史的段階に 即してみれば ，両者 

は 必ずしも同じではない 南 」と指摘している。 

批判読 が 詳細な議論を 展開しているのに 対し 

て， 「個人の尊重」 二 「個人の尊厳」 = 「人格の尊 
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厳 」 ( 二 「人間の尊厳」 ) と捉える判例および 通説 

的見解は， その論拠をほとんど 示すことなく 断 

定的に等号関係を 肯定している。 通説的見解に 

立つもののなかで ，詳細な議論を 展開している 

のは，落合教授の 論 稿と ， コンパルト教授の 批 

判を踏まえた 佐藤幸治教授の 最近の論 稿何 ぐら 

いであ る。 そこで，恒藤恭博士とコンパルト 教 

授の批判 読 をみてみることにしたい。 

(3) 「個人の尊厳」・「人間の 尊厳」異質 説 

ィ ) 「個人の尊厳」・「人格の 尊厳」区分説 

恒藤博士の通説的見解に 対する批判とコンパ 

ルト教授のそれとでは ，若干ニュアンスが 異な 

っているよさに 思われる。 

恒藤論文は， 「個人の尊厳」と「人格の 尊厳」 

は， その表現は酷似しているが ， 木質的には相 

違する り ことを， 自由の基礎の 観点から論述す 

るものであ る。 

恒藤博士によれば ， 各人が人権 を享有するの 

は「ひっ き ょ 5 各人が個人として 尊厳の主体で 

あ るからにほかならない。 だから，個人の 尊厳 

は自由の法理の 根源をかたちづくる ， と 考えら 

れるわけであ 向 」 る 。 そして， 13 条の「個人の 

尊重」は個人の 尊厳を意味 L, 13 条は一切の基 

本的人権 の存立基盤ばかりでなく ， 「第一条の 

規定とつががり 合 う ことによって ，憲法の全規 

定の存立基礎を 明示するものであ る ", 」。 

恒藤博士は， 確かに， 人格の尊厳は 各人に生 

れながらに等しく 具わっているとするカントの 

見解を批判し 「人間の尊厳は 即ち人格の尊厳 

であ り， したがって， あ らゆる人間に 普遍的な 

存在性格の持ち 主としてのみ ，個別的な人間は 
尊貴性をみとめられるわけであ 」 り ， 「個人の現 

実的存在それだけで 尊厳の価値をそなえている 

わけではなく ，価値意識との 関係においてはじ 

めて尊厳の価値が 存在する基盤となり ぅ るはず 

であ る 78) 」と述べている。 

確かに，恒藤博士は ， いわかる個体性と 人格 

性との違いに 基づいて個人の 尊厳と人格の 尊厳 

の相違を指摘している。 しかしそれは ，個人 

の 尊厳二人格の 尊厳と捉えること 自体を全面的 

に 否定するものではなく ， むしろ重点は 個人の 

捉え方にあ るのではなかろうか。 なぜなら，恒 

藤博士は，個人の 尊厳を宗教的信仰の 立場から 

ではなく， 「真に個人にそなわっている 尊厳と 

して観る立場，すなわち ，啓蒙哲学的立場から 

構想された抽象的・ 孤立的個人ではなく ，現代 

の世界に生きる 現実的個人の 全存在をば，個人 

の尊厳の存立する 基盤として理解する 立場たる 

べぎであ る 79) 」と述べているからであ る。 

p) 「個人の尊厳「・「人間の 尊厳」峻別 説 

コンパルト教授は ， 1973 年の尊属殺規定違憲 

判決を題材としながら ， 「個人」・「人間」・「尊 

重」・「尊厳」概俳の 言語学的分析から ， また 日 

本国憲法とボン 基本法との分析からも 「「個人 

の尊重』と T 人間の尊厳』は 共通点をもってい 

ても， 同様のものではない ' 。 ' 」ことが帰結され 

る， とする。 

その言語学的分析に ょ れば ",, 例えば， 「個 

人」は広狭二つの 意味を有する 概念であ る。 広 

義の「個人」は ， 「人間」と同じ 意味であ る。 

それに対して ， 狭義の「個人」 とは， 「人間性 

を有することを 前提にしながら ，一定の個性 

(Individuality, Inddividualitat)  をもつと解され 

る」。 この個性という 用語で表現される 概念は， 

中世で論争された「個体性 (Individualitas) 」と 

同様の意味内容をもつ。 したがって， 「個性」 

もしくは「個体性」 とし ぅ 概念は，「人間の 尊厳 

と人格性にただちに 関連しない」ものであ る。 

つまり， 「人間は個人として 尊厳を右するもの 

ではなく，逆に 個人は人間として ( 人間であ る 

が故に ) 尊厳を有する」のであ る。 「人格」 と 

いう 概念は， ヨーロッパで 古 い 歴史をもち， 明 

確な内容をもっ 概念であ る。 それに ょ れば， 

7 個 的 dindividua) 実体』でない 限り， 人格に 

なり得ないが ， その上『理性的木性』をも 有す 

ることが必要とされる」。 「尊厳」という 語は， 

価値という意味をもっている。 「人間の尊厳」 
という場合には ， 「人間の特殊の ，人間だけに 
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あ る価値と解される。 すなわち，・…‥人間の 人 

間 ( 人格 ) としての価値は『尊厳』と 言 う 」。 そ 

して， その根拠は， 「人間の本性すなわち 人格 

性にあ る」。 こうして， コンパルト教授は ， 「個 

人の尊重」と「人間の 尊厳」は別異の 概念であ 

ることを強調される。 さらに， コンパルト教授 

は，わが国の 憲法学説における「個人の 尊重」 

と「人間の尊厳」をめぐる 概念の混同は ， フラ 

ンス・イギリス・アメリカ 経由のやや古い「 個 

人主義」思想と ， ドイッ経由の 最近の「人間の 

尊厳」思想といったわが 国に「流れ込んだ 違っ 

た思想の干並存Ⅰに 起因するように 感じる ", 」 

と指摘する。 

他方， ボン基本法の 人間の尊厳を 詳細に分析 

された田口精一教授は ， それが日本国憲法 13 条 

と「その主旨において 同じであ ることは明白で 

あ る 831 」と述べている。 「個人の尊重」と「 人 

間の尊厳」とは ，別異のものなのであ ろうか， 

それとも同旨のものなのであ ろうか。 

IV ・ 「個人の韓 圭 」と「人間の 尊厳」の間接 

性 と異質性 

㈲ 人間の尊厳と 人格主義 

人権 は，すべての 法の根本規範 (Grundnorm) 

であ るめ。 ボン基本法 1 条 1 項が規定する「人 

間の尊厳」は ，連邦憲法裁判所 ( 以下，連邦憲法 

裁と略称 ) に ょ れば，人権 の根本規範めであ り， 

「憲法に適合的な 秩序内において 最も高い法価 

値。 Bl 」を占めるものであ る。 このような位置づ 

げを与えられている ボソ 基本法Ⅰ条の「人間の 

尊厳」については ，既に， 田口教授によって 詳 

細 な検討がなされている。 したがって，屋上屋 

の感を否めないが ，本稿の論点に 関連する限り 

でボン基本法の「人間の 尊厳」の内容について 

概観することにしたい。 

まず確認されなければならないことは ， ボン 

基本法が「人間の 尊厳」の内容を 何ら説明するこ 

となしに，それに 対する信条告白 (Bekenntnis) 

を表明していることであ る。 したがって， 「人 

間の尊厳」は ， 法 教義学 (Rechtsdogmatik) 上 

の中心的問題の 一つとなる。 しかし 「人間の 

尊厳」を解釈することは ，著しく困難であ る。 

その困難さの 原因として，次の 3 つのことを挙 

げることができる。 

第 1 は ， 「人間の尊厳」の 精神史的基礎をめ 

ぐる多様さであ る ") 。 とりわけ，それが ， キリ 

スト教的自然法に 基礎をもつ概俳であ るのか否 

かが問題となった。 つまり， 「人間の尊厳」の 

解釈の問題は ，それ自体非常に ポレ、 ッシュ ", 

な 自然法の問題と 関連する，。 ，ことになる。 第 2 

に，概念標識 ( 曳 griffsmerkmaIe) の確定が，と 

りわけ「尊厳」のそれの 困難さであ る。 概念標 

識の確定のために ，「尊厳」概俳の 概念史的分析 

が行なわれる。 そこから得られる 結論は， コ ン 

パルト教授が 記述する通り ，「価値」であ る。 し 

かしそれが「価値」であ るだげに，その 内容 

に関しては「永遠の 論争を呼び起すに 違いない 

と思われる 恥 」ほど論争的となり ， コンセンサ 

スを 得ることが難しいものとなる。 「尊厳」と 

いう言葉の言語的理解は ，一義的なものではな 

くて，主観的で ，かつ歴史的な「双提理解 (Vor- 

verstandnis) 」に応じて様々に 把握される。 " 。 

それゆえ， 「人間の尊厳」を 絶対的概念として 

定義することが 困難となる。 ここに，第 3 の， 

「人間の尊厳」の 解釈の困難さを 惹起する原因 

があ る。 つまり， 「人間の尊厳」が 絶対的概念 

ではなく，状況依存的な ，変遷し 56 概念であ 
6  92) こ とであ る。 「人間の尊厳」を 価値と捉え 

る連邦憲法裁も ，その概念の 状況依存 牲 (Situa. 
tions 荻 hHngigke めを認めている。 すなわち， 

どのような事情の 下で人間の尊厳が 侵害された 

ことになるのかについて ，一般的に語ることは 

できない。 それは， 「常に具体的な 事例の顧慮 

においてのみ 確定し ぅ るものであ る 9,) 」。 

「個人の尊重」規定をめぐるわが 国の憲法制 

定議会の場合と 異なり， 西 ドイッの憲法制定議 

会 (P 町 l 組Ⅱ ent 虹二㏄ herRat) は，「人間の 尊厳」 条 

項の意味・基礎をめぐって 活発な議論を 行なっ 

ている 何 。 結局，制定議会において「人間の 尊 

厳」に関して 得られた共通認識は ，それがナチ 
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ス 統治の人間軽視に 対する反作用 (Reaktion 。 。 ， ) 

という意味をもち ， 西洋の伝統であ る国家に対 

する人間の優越 (Vorrang des Menschen vor 

demStaat) に結び付いた 言葉であ る， というこ 

とであ る 96, 。 したがって，そこから「人間を 客体 

として扱って は ならない 鯛 」とし ぅ 命題が「人 

間の尊厳」の 内容として語られることになる。 

これが，過去の 体験を踏まえた 価値決定として 

の「人間の尊厳。 " 」の第一義的な 意味・内容で 

あ る。 ナチスという 合法性をよそおった 不法国 

家の克服・阻止という 問題は， ドイッの特殊に 

戦後的な課題にすぎないのではなく ，常に到る 

ところで我々にとって 普遍的課題であ る。 それ 

ゆえに， 「人間の尊厳」は ，第 2 次大戦後人権 

の 理念的基礎として 普遍的に承認されるに 至っ 

たのであ る。 

「人間の尊厳」規定は ， 「人間」を中心に 置 

く規定であ る 99, 。 それゆえに，それは ， 「人間 

とは何か」 という根源的な 問いを解釈者につぎ 

つげることになる。 ボン基本法の 人間像に関す 

る判例・通説の 見解、 。 。 ，は ， 今日でも， 田口教 

授が要約されているところと 異ならない。 

「尊厳の価値の 主体であ る人間は，共同社会 

の 生活関係のなかにあ る生きた人間でほげれば 

ならない。 しかもそれは 動物的な存在としての 

単なる生命体を 意味することではなく ，人間の 

木質であ る知性良心責任感等の 精神的な作用を 

もって ， 自らの意思の 自由のうちに 自己を決定 

し形成し 自己をとりまく 環境のなかで 自らを 

完成する人格の 主体としての 人間をい う のであ 

る。 人間 (Mensch) は， その天性のうちに 自然 

によってあ たえられた次のような 使命を忠実に 

果すことによって 人格の主体 (Person) となる。 

すなわちその 個性を人間の 本質に適合するよう 

に教育し これを発展せしめ ， またこれを利用 

することによって ， 人間の人格的特性を 各人の 

生活の内外において 実現すべき努力を 尽すこと 

に よ り ， 初めて人格の 価値を獲得し ぅ るのであ 

る 101) リ 

ボン基本法の「人間の 尊厳」においては ， こ 

のように，人格と 結び付いて「人間」が 把握さ 

れる。 この意味で， それは， まず何よりも ， 

人格主義 (Personalismus) であ る。 ただし こ 

の人間の人格的把握は ，個人を超えた ， あ るい 

は個体性を喪失した 人格 Ceinetransindividuale 

oderindividualitatsIose PersonIjchkeitj を意味 

するものではないことに 留意する必要があ る。 

人間の尊厳の 保護は，人格を 形成する個体性の 

保護を意味する、 。 " 。 

さらに， ボン基本法の 人格主義は， 「共同体 

に拘束された 個人 (gemeinschaftsgebundenes 

Individuum) 、 。 ， ) 」像から本質的な 意味を帯るこ 

とになる。 連邦憲法裁に ょ れば， 「基本法の人 

間像は，一個の 孤立した絶対的な 個人のそれで 

はない。 基本法は， むしろ個人と 共同社会との 

対立緊張関係を ， 人の社会関係性および 人の社 

会的拘束性の 意味において ， しかも個人の 固有 

の価値を侵害することなしに 判定したのであ 
6,0 り 」。 ここにおいて ，個人は， 自己において 

決定する個人的人格 CIndividuak ぴ rson) ばかり 

でなく， 自己以外のものにおいて 決定される社 

会的人格 (SoziaIperson) をも有する存在と 規 

定されることになる ，。 。 ，。 つまり， その人格主 

義は ，極端な個人主義と 極端な集合主義 (KoI- 

Iektivismus) を否定する「人格主義の 中間線 

(mittlereLiniedesPe,sonalismus) 」であ る，。 。 ，。 

これが，すなわち ，個人主義をも 否定する点が ， 

「人格主義」のボン 基本法特有の 内容であ る。 

(2) 人権 の理念的基礎としての「個人の 尊重」 

と「人間の尊厳」 

「個人の尊重」と「人間の 尊厳」の関係を 考 

察する場合に ， 2 つの しヴ，ルに 区別して論ず 

ることが必要であ る。 それは， 西 ドイツにおけ 

る「人間の尊厳」の 把握に対応する。 つまり， 

「人間の尊厳」の 第一義的意味と ， 「人格主義」 

としての把握の 2 つのレヴェルであ る。 

コンパルト教授は ，「人間の尊厳」と「個人の 

尊重」が同じものでないことは「日本 ( 国コ 憲法 

とボン基本法の 分析から出される 結論でもあ 



20@ (274) 横浜経営研究 第 W 巻 第 4 号 (1987) 

る， 。 " 」と主張される。 それは， 「人格主義」と 

「個人主義」という 異なった主義が 宣言される 

契機となった 歴史的事実の 違いであ る。 コンパ 

ルト教授によれば ， 「日本の場合は 新患法成立 

までに存続した『 家 』制度であ り， ドイツの場 

合はナチス政権 下で行なわれた 虐殺Ⅱ " 」であ 

る。 コンパルト教授の ， このような把握は ，妥 

当であ ろうか。 この論点は，前者のレ ダヱル ， 

すなわち， 「人間の尊厳」の 第一義的意味に 関 

達 する問題であ る。 

日本国憲法の 制定過程でみたように ，確かに， 

マッカーサー 草案では， 「個人として 尊重され 

る」 という規定の 前に「封建制度は ，廃止され 

るべぎであ る」という条項が 置かれていた。 ま 

た ， マッカーサー 草案の作成にあ たった GHQ 

民政局のメンバ 一の一人であ った Hu,,ey 文書 

のなかに， 「封建制度は ，廃止されるべぎであ 

る」条項とともに「個人の 尊重」条項も 削除さ 

れ ，幸福追求条項を 試案 9 条後段に挿入してい 

る文書，。 。 ，もあ る。 これらのことは ，確かに，「個 

人の尊重」規定と 家制度との関連性を 意識させ 

る。 しかし 日本国憲法の 解釈は，制定された 

条文の解釈であ る。 制定 史 をめぐる資料は ， あ 

くまで条文解釈の 参考資料でしかない。 日本国 

憲法 13 条の個人主義の 原理は，恒藤博士が 述べ 

るよ う に，人権 の基礎であ るばかりでなく ，憲 

法全体の基礎として 宣言されたものであ る。 そ 

れは， 「 家 」制度の廃止 だ げに限定されるもの 

ではない。 日本国憲法 13 条の「個人の 尊重」条 

項は ， 正に，天皇制ファッシズムに 対する「反 

作用」としての 意味を有する "0 ， のであ り，個々 

の人間の国家に 対する優越を 言明する規定であ 

る 。 わが国には， ァ ウシュビ， ッ 収容所はなか 

ったかもしれない。 しかし，名誉を 股損され， 

差別され，権 利を剥奪され ，隔離され，威嚇さ 

れ，ひどく苦しめられ ，拷 問 にかげられ，あ る 

いは廃絶されるとぎ 人間の尊厳は 侵害され 
る ，，， ) ならば， わが国でも， その ょう な「人間 

の尊厳」を傷つげる 行為があ ったのであ る。 治 

安維持法に よ る思想犯の予防拘束，彼らに 対す 

る 拷問がそれを 端的に示している ",, 。 この点 、 

で ， 日本国憲法の「個人の 尊重」は， 家 制度の 

廃止という特殊日本的要件がさらに 加えられる 

が， ボン基本法の「人間の 尊厳」の第一義的意 

味 と同じ内容をもつ。 つまり，国家に 対する個 

人の優越であ る ",, 。 人間であ る個人があ って， 

初めて国家があ るのであ る。 この価値決定が ， 

ボン基本法においても ， 日本国憲法において 

も ，国家の存立基盤であ る " 。 。 

この意味での「個人主義」と「人間の 尊厳」 

の同義性は ，西 ドイッの憲法学説においても 当 

然に承認されている。 それは， 18 世紀の人権 宣 

言の理念的基礎が「人間の 尊厳」の名で 説明さ 

れており " 。 ', 「人間の尊厳」を 名詞形で最初に 

規定した憲法の 上つとして「個人の 尊厳」を 詣 

51937 年のアイルランド 憲法前文が挙げられて 

いる " 。 ' ことから窺い 知ることができる。 

(3) 個人主義と人格主義 

ボン基本法 1 条 1 項の「人間の 尊厳」と日本 

国憲法 13 条の「個人の 尊重」をめぐるコンパル 

ト教授による 問題提起は， とりもなおさず ，そ 

の言語学的分析に 基づいている。 言語学的分析 

自体について 論ずる能力は ，筆者にはない。 た 

だ， 日本語における 「個人」は， コンパルト教 

授も認めるよ う に， 「人間に関する 概念として 

しか用いられていない ，Ⅲ」言葉であ る。 とすれ 

ば ， individual という英語を 人間であ る「個人」 

と訳すことが 誤訳でない限り ，その狭義の「個 

人」概俳でい う 「個性」という 日本語は， 「個 

人に具わり， その個人を他の 個人と異ならせる 

性格 " 。 ，」を意味するのであ って，直ちに ョ一 

ロ，パ 言語でい う 「個体性」を 意味するもので 

はない。 いずれにしても ， 「人間の尊厳」をめ 

ぐる精神史的基礎がその 意味を排他的に 決定 

するのではない ，Ⅲのと同様に ，概念 史 が法解 

釈 にとって決定的であ るわけではない。 「人 

格」概俳において「人間はいつも 圧 個人』であ 

ることが前提にされるが ，このことはいわゆる 

7 個人主義 コ とは関係がない " 。 ' 」のと同様に ， 
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個人主義は ， 直ちに個人と 人格との結び 付きを 

否定するものではない ", 。 「人間であ る個人」 

からして "" も，そして人格権 を保障する 13 条後 

段 "" との関係からしても ， 13 条前段の「個人」 

を人格と結び 付けて解釈することが 誤りであ る 

とも， 不当であ るとも思われない " 。 ' 。 

人間の尊厳を「人格」 と結び付けて 把握する 

ことによって ， 1 つの根本的問題が 生ずる。 そ 

れは，単なる「個人」以上のものであ る「人格」 

の 定義如何によっては 人間の尊厳の 享有主体が 

限定される，ということであ る " 。 ' 。 しかし， 西 

ドイツの判例・ 通説は， 1 条 1 項は，年齢や 知 

的成熱さに係りなく 「すべての人間の 尊厳 (dje 

Wurde jedes Menschen) 」を保障する、 26,, と 

解している。 胎児も，子どもも ，非人間的な 犯 

罪者，精神病者も ，人間の尊厳の 享有主体であ 
る "" 糊 。 とすると， この点でも， 「人格」と 

「個人」とを 区別する意味はないことになる。 

コ ン " ルト教授が言語学的分析によ って提起 

される問題は ，憲法解釈の 問題としては ， 「個 

人の尊重」と 「人間の尊厳」の 関係に関する 第 

二の レヴ，ル 0 間 題 であ る。 つまり， 「個人主 

義」と「人格主義」の 相違であ る。 ここでも， 

問題は， さらに 2 つぼ区別される。 ェ つは， そ 

れぞれにおける 人間像の問題であ る。 他の上っ 

は， 「個人主義」と「人格主義」の ィ デオロギ 

一の問題であ る。 

西 ドイッの判例・ 学説において ，既にみたよ 5 

に，「人間の 尊厳」は，とりわけ 1, 2, 12. 14. 

15. 19, 2(M 条 との全体的顧慮から 生ずる " 。 ，基 

本法の人間像の 下で，全体主義ばかりでなく ， 

個人主義をも 否定する人格主義として 把握され 

ている。 本稿のテーマにとって 重要なのは， そ 

こで否定される 個人主義とは 何か，であ る。 個人 

主義も，多義的な 概念であ る " 。 ， 。 ボン基本法の 

「人格主義」の 下で排除されている 個人主義は ， 

「極端な個人主義 (eX ヒ emes Individualismus) 」 

であ り， 「 無 制約的な個人主義 (schrankenloses 

Indiv;dualismus) 」であ る。 つまり， 利己主義 

であ り， 17 . 18 世紀の自然法・ 社会契約論にお 

ける孤立した 原子論的個人主義であ る， 3" 。 

18 世紀の人権 宣言の理論的基礎となった「道 

徳哲学としての 自然法と政治哲学としての 社会 

契約論， 妨 」が描いた人間像は ， 確かに，自由で 

自律的な原子論的個人であ った。 しかし それ 

は ，絶対主義権 力の否定という 文脈での人間像 

であ る。 時代の進展とともに ， 原子論的個人と 

いう人間像が「いかに 虚構であ るかということ 

が， ますます白日の 下にさらされるにいたっ 

た 1,3) 」のは当然のことであ る。 この点で，個人 

主義は， 大 ぎく修正されている。 20 世紀におけ 

る 「法における 人間とは， もはやロビンソンや 

アダムではなく ， つまり，孤立した 個体ではな 

く，社会の中なる 人間 ' ④」なのであ る。 では， 

日本国憲法の「個人の 尊重」における 「個人」 

の捉え 方 ，すなわち，日本国憲法における 人間像 

はどのようなものなのであ ろうか。 それは， 25 

条の生存権 条項が明確に 示すよ う に，社会にお 

ける人間であ る。 それゆえ， 日本国憲法におい 

ても，全体主義ばかりでなく ，利己主義も 否定 

される。 したがって， 人間像に関しても ， ボン 

基本法と日本国憲法には 違いはないのであ る。 

この ょう に，人間像の 点でも同じであ り，「 個 

人主義」でも 人格との結び 付きが可能であ ると 

すると， 「個人主義」 か 「人格主義」かという 

問題は，あ る意味では名称の 問題，鋤であ るとも 

いえる。 しかし ボン基本法において「人間の 

尊厳」が「人格主義」と 称されるのは ，単なる 

名称の問題にとどまらない。 そこには，社会科 

学上の概俳の 内容を構成する 背景としての「一 

定の文化」が 存在する " 。 ， 。 それは，啓蒙絶対主 

義に代表される 国家と国民に 関するドイツ 的把 

握 であ り，歴史的に「個人主義」を 受容してこ 

なかったドイツの 思想であ る ", 。 ここに， 英 ・ 

米・仏 流の 「個人主義」とドイッ 流の「人格主 

義」 との本質的差異が 生ずる。 つまり，「個人と 

社会との関係を 基本的に緊張関係として 捉え」 

るのか，それとも「両者の 間の何らかの 有機的 

関係ないし融合を 前提」とするか ， であ る "" 。 

「個人主義」と「人格主義」のこの 理論的 山 
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発 点の違 いは ， ますます管理化されている 現代 

国家における 人権 の保障を考える 場合，重要な 

意味をもつ。 この点では， 日本国憲法 13 条の 

「個人の尊重」は ， 他の人権 条項から総合的に 

判断しても，「人格主義」ではなく ，「個人主義」 
の立場に立っと 思われる。 
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「個人の尊重」と「人間の 尊厳」一一同義性と 異質性 ( 青柳幸一 ) (277)@ 23 

28)  前掲 註 26,  27 頁。 
29)  前掲 註 27,  10 頁以下。 
30)  前掲 註 26,  3 頁以下。 
31)  同 ， 218 頁。 イタリック部分は ，筆者による。 
32)  同 ， 223 ～ 24 頁。 
33)  同 ， 309 頁。 

34) 憲法調査会・ 憲法制定の経過に 関する小委員会 
第一三回議事録 10 頁 ，同第二 セ 回議事録 2 頁。 
佐藤達夫文書「姉月四， 五 両日司令部二 ニ ケル 
顛末」 ( 国立国会図書館憲政資料室所蔵 ) によれ 
ば，政府側は ，削除の理由として「現存 / 封建 
的制度トシテ 思い当ルモノナシ。 斯様 ナ モノ ブ 
条文トスルト 民衆ハ反 ツテ 不思議二恩プト」と 

述べている。 しかし， GHQ 側も「地主 ト 農民 
ト / 例ナドヲ挙ゲテ 」 「色々アル 二非ズヤ 」と 
反論し， 「相当ウルサ」かったようであ る。 政 
府側 は ，一応「封建的 陣 留ハ 此ヲ 廃棄 ス 」とい 
った条項をいれるか ， ということになった。 

現に佐藤文書「 3 月 2 日 案 30 部 / 内 第 4 号」に 
は，佐藤氏の 手によって 12 条の冒頭に「封建的 
陣習ハ此ヲ 廃棄 ス 」という条項が 書き込まれて 
いる。 しかし，最終案では ，この条項はなかっ 
た。 佐藤氏は，その 理由を「先方反省 / 結果 力 」 
と記している。 

35 Ⅰ 何 ，第一三回議事録 10 頁，第二 セ 回議事録 9 頁。 

86) 村上一郎編著『帝国憲法改正案議事録コ 万買以 
下 (1986 年 ) 。 

帥 ) 森清 濫訴『憲法改正小委員会秘密議事録』 (1985 

年 ) 参照。 
88) 清水神『逐条日本国憲法審議 録 第二巻 d 210 ～ 
13 頁 (1962 年 ) 。 

39) 同 ， 274 頁。 尚友倶楽部『貴族院における 日本 
国憲法審議』 143 ～ 44 頁 (19 打 年 ) 。 

40) 清水，前掲 註 38. 489 ～ 90 頁。 

41) 川島武宜「家族制度」国家学会編 T 新憲法の研 
究』 109 頁 (1947 年 ) 。 

42) 改正 諸 案の変遷一覧表が ，阿部 / 佐藤Ⅰ宮田編， 
前掲 註 22, 285 頁以下にあ る。 なお，マッ ヵ一 
サー草案の訳は ，高柳 / 大友 / 田中編著，双掲 
註 26,  267 頁以下によった。 

43) 教育基本法制定過程において ， 「人間の尊厳」 
という言葉が 1 条「教育の目的」のなかで 出て 
くる ( 杉原誠四郎『教育基本法の 成立   「人格 
の完成」をめぐって』 128 ～ 29 頁および 156 頁 
C1983 年コ参照 ) 。 

44) コンパルト， Ⅱ論文， ソフィア 30 巻 1 号 28 頁。 

45) 国家地方警察本部総務部企画課『警察制度改革 
の経過 ( 上 ) コ 189 頁 ( マッカーサ一書簡 コ (1950 

年 ) 。 
46 Ⅰ 同 ， 弗 3 頁。 

47) 法令全書昭和 22 年 12 月 110 頁 。 

48) 国家地方警察本部総務部企画課『警察制度改革 
の経過 n 下   J1 522 ～ 2i, 頃 (1950 年 ) 。 
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24@ (278) 横浜経営研究 第 W 巻 第 4 号 (1987) 

実 執筆コ 75 頁 (1986 年 ); 伊藤正己 丁 憲法』 191 
頁 (1982 年 ); 小林直樹 旺 新版 コ 憲法講義上 J 
310 頁 (1982 年 ) ; 和田英夫『新版憲法体系』 159 
頁 (1982 年 ) ; 阿部照哉 丁 憲法』 72 頁 (1982 年 ) ; 
大須賀 明編干 憲法』 C 佐藤幸治執筆コ 62 頁 (1981 
年 ); 橋本公 亘 [ 日本国憲法』 189 頁 (1980 年 ); 
覚道Ⅰ 榎 原編 了 憲法要説 山 花貝 ; 長尾一献丁日 
本国憲法』 (1979 年 ); 永井 / 兼子監修 了 コメン 
タール教育法 1 日本国憲法 J C 影山日出 弥 執筆コ 
42 ～ 43 頁 (1978 年 ); 奥平Ⅰ川添Ⅰ丸山編 丁 テキ 
ストブック憲法』 96 頁 ; 田上康治 編 『金司憲法 
の論点』 C 田口精一執筆コ 68 頁 (1973 年 ); 法学 
協会下註解日本国憲法上巻 山 340 頁 (1972 年 ); 
田上編 丁 体系憲法事典 山 U) 川添利幸執筆 コ 106 頁 
(1968 年 ) などがあ る。 

66) 最大判 昭 23.3 24 裁判所時報 9 号 8 頁。 下級審 
でも，プライヴ ァ シ ー が問題となった「宴のあ 

と」事件において ，「日本国憲法のよって 立つと 
ころでもあ る個人の尊厳という 思想は，相互の 

人格が尊重され ，不当な干渉から 自我が保護さ 
れることによってはじめて 確実なものとなる」 

( 東京地判昭和 39.9.28 下民 15 巻 9 号 2317 頁 ) と 
述べられている。 また，外国人指紋押捺拒否事 
件において，結論的には 外国人登録法を 合憲と 
しながらも，「正当な 理由もないのに 指紋の押 な 
つを強制することは ，個人の尊厳を 傷つけると 
いう意味でも 憲法 一 三条に違反する」 ( 東京地判 
昭 59,8.2U 判時 1125 号 101 頁。 なお，福岡地裁小 
倉支部 判昭 60 ・ 8.23 判タ 565 号 199 頁参照 ) と述べ 

ている。 また，「覚国人に 指紋押なっ義務を 課す 
ことが， 被押 なつ者の人間としての 尊厳を著し 
くそこな う ，品位を段損し ，あ るいは屈辱的に 犯 
罪者のように 取扱うことになるとは 認め難い」 
( 横浜地判 昭 59.6,14 判時 1125 号 97 頁 ) として， 
「人間としての 尊厳」という 表現が用いられて 
いる。 

67) 落合 勇 『憲法の思想的底流』 179 頁以下 (1958 
年 ) 。 

68)  一円 / 黒田編目憲法問題人ド 卸 228 頁以下 (1963 

l
 

理
 
』
 
法
 
の
 
由
 
自
 
『
 
集
 
文
 
論
 
己
イ
詰
 

ぎ
巨
 

悼
 
追
 
授
 
教
 
雄
 
朝
 

几
高
 

年
尾
 

）
 
9
 
6
 
頁 以下 (1963 年 ) 。 後に，恒藤『法の 精神』 (1969 
年 ) に所収。 

70) 加藤新手教授退職記念論文集 丁 法哲学の諸問 
題 コ 3 頁以下 (19764) 。 後に，井上『法哲学研 
究』第四巻 (1986 年 ) に所収。 

71) そのほか，中原精一教授が ，『女性と憲法問題』 
(1968 年 ) において，「個人の 尊厳」 24 ～ 40 頁 ) に 
ついて論じている。 ただし，それは ，「個人の尊 
厳」自体を解明しようとするものではない。 

72) 前掲 註 68, 239 頁 註 1 。 

73) 山下健次編『憲法 コ 78 頁 (1986 年 ) 。 
74) とりわけ，樋ロⅠ佐藤Ⅰ中村 / 浦部共著『注釈 

日本国憲法 上巻 山 255 ～ 63 頁 (1984 年三 ) 。 
75)  前掲 註 69,  3 頁。 
76)  同 ， 6 頁。 
77)  同 ， 31 頁。 
78)  同 ， 33 頁。 
79) 同 ， 35 頁。 和田小次郎博士も ，恒藤博士と 同じ 
立場に立つと 思われる。 なぜなら，和田博士も ， 

「人間はその 身体的限定によって 個体であ りな 
がら，しかも 自我であ り主体であ り人格であ り， 
かようなものとして『個人の 尊厳性』が語られ 
る。 個体が単に個体であ るならば，それについ 
て 了 尊厳性』を語る 余地がない。 ・‥・自由は 単 
なる個体のものではなく ，普遍的理性法則へ 参 
与する可能性をもっものとして 人間的個体での 
ものであ る」と述べ，個体性と 人格性の相違は 
踏まえっ っ も，両者を必ずしも 峻別していない 

からであ る ( 和田『 法 と人間』 93 頁 (1948 年コ ) 。 
80) コンパルト， 1 ( 下 ) 論文， 判タ 378 号 18 頁。 ま 
た ， Ⅱ論文， ソフィア 30 巻 1 号 28 頁。 

81)  コンパルト， 1  ( 上 ) 論文， 判タ 377 号 12 ～ 19 頁。 
82)  コンパルト， 1  ( 下 ) 論文， 判タ 378 号 17 ～ 18 頁。 
83)  田口「ボン基本法における 人間の尊厳について」 
法学研究 30 巻 12 号 (1960 年 )  172 頁。 

84)@ Vgl ・ dazu@ F ， Eemacora,@ Die@ Menschenrechte 

als  Grundnorm  des  Rechts, in  Festschrif 七 f 廿 Ⅰ 

H  . k. Klecatsky, 1980. S. 151 ぼ ‥ 
85)  BVerfGE  27.  344  (351).  Vgl.  K. Stern,  Men- 
schenwUrde  als  Wurzel  der  Menschen.  und 

Grundrechte, in  Festschrift  fUr  H. U. ㏄ upmn, 

1983, S. 630 ・なお， I. v.  M  廿 nch  は，「根本規 

範」という言葉は H  .  Kelsen  以来特別な意味 
で 用いられているので「人間の 尊厳」を「根本 

規範」と称するのは 不適当であ る， と批判する 
(MUnch, A,t. l Rdnr. I, in ders. (Hrsg.), 

GG-Kommentar, Bd. 1, 8.Auf6., 1985) 。 わが 

国で・個人の 尊厳を憲法の 根本規範と捉えるも 
のとして， 声部， 前掲 註 63, 26 頁 ; 清宮四郎 
丁 憲法 1C 第三 板 Ⅱ 32 ～ 何頁 (1979 年 )  があ る。 

86)@ BVerfGE@ 50.@ 166@ (175);@ 45 ， 187@ (227);@ 37 ， 

57(65f ・ );@ 32 ， 98(106.@ 108);@ 30.@ 173(193);@ 30. 
1(39);  27,  1(6);  12.  45  (53);  6,  32(41).  V91. 
Benda, a.a.o. い nm. 2], S.  110.  ただし， M  . 

Kloepfer  は，最高の憲法価値は 人間の尊厳では 
なくて，生命であ る， と 批判している (Kk ㏄ pfer, 
Grundrechtstatbestand  und  Grundrechts- 
schranken@in@der@Rechtsprechung@des@ Bundes" 

verfassungsgerichts, in  Festgabe  fUr  Bundes- 

verfassuneseericht,  も d.  I1, 1976.S.412.)0  な 

お， Stern, a.a.0.  い nm  .  85]  S.  633  参照 0  ま 

た，コンパルト ， Ⅱ論文， ソフィア 30 巻 1 号 36 

頁以下参照。 
87)  MUnch, a.a.0.  い nm  .  85],  Rdnr.  l1. 

88)  A  .  B,echt  によれば，近代自然法論は ， 18 世紀 
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26  (280) 横浜経営研究 第 W 巻 第 4 号 (1987) 

85;¨ ， Horerster ， Zur。edeutung‥es‾rinzips 

der@ Menschenwurde ， JuS@ 1983 ， S ・ 93ff ・ ;@ Chr ， 

G Ⅱ mm,a.a.o. [Anm.93]; StaTck,a.a.o.[Anm, 

96];@Haberle ， a ， a ・ O ・ [Anm ・ 17];@0.@Kimminich ， 

Organisatorische@ Konsequenzen@ aus@ dem@ ver ・ 

fassungsrechtlichen@Bekenntnis@zur@Menschen ， 

wLirde,  in  Fest ㏄ hnift  fUr  Klecat 瓜 y,  1980 ， 

S. 399 ぼ ． ; W  . ThieIe, Die  W 廿 de  desMenschen 
aIs absolu と。 er  Wert unserer  Demokratie, Verw- 

Rdschau  l980. S.  1 は ． 

101)  田口，双掲 註 83,  182 頁。 
102)  Vgl. F. SchoIz, Die  KoaIitionsfreiheit  als  Ver- 

tassungsproblC ℡ ， 1970. S ， 71. 
103 Ⅰ Vgl.  D Ⅱ rig,  a.a.o.  [Anm.  93] ぷ K. Zippelius, 

BK@Zwietbearb ， ， Art ， 1@ Rdnr ， 27;@W ． Hammel ， 

Die@ Bedeutung@ der@ Grundrechte@ im@ sozialen 
Rechtsstaat,  1957, S. 32; Nippe Ⅰ dey/G. Wie5e, 

Freie@Entfaltung@der@Personlichkeit,@in@Better ・ 

mann/Nipperdey@ (Hrsg ・ ) ， Die@ Grundrechte, 

4. Bd ， 2. Halbbd ．， 1962 ， S ． 773. 

104)@ BVerfGE@ 4 ， 7@(15f ・ );@ vgl ・ auch@ BVerfGE@ 2 ， 

1@(12);@ 5.@ 85@(134ff ・ ,@ 197ff ・Ⅰ     6.@ 32@(40f ・Ⅰ     7.@ 198 

(205 ， 215);@ 12.@ 45@(51)@ u ， a   

105)@ Vgl ， W ， Maihofer,@ Die@Wurde@ des@ Menschen, 
1967,  S.  49 ぼ ． ;  deTs.,  R ㏄ ht  und  又 in,  1954, 
S ． 94ff ，， 112ff ， ; ders ，， Vom Sinn menschlicher 
Ordnung,  1956,  S,  42 ぼ ・ ;  auch  Scholz,  a.a.o   

[Anm ， 102] ， S ・ 69ff ・ ， insbes ・ 73f ・ 

106)@ Durig ， a ・ a ， O ， [Anm ， 93] ， Rdnr ・ 47;@ ders ，， Die 

Menschenauffassung@ des@ Grundgesetzes,@ JR 

52 ， S ， 259f ・ ;@ H ， Peters,@ Die@ Entfaltung@ der 
Personlichkeit als Verfassungsziel, in Fest- 

schrift@ fur@ R ・ Laun ， 1953 ， S ． 671:@ ders ， .@ Das 

Recht@auf@freie@ Entfaltung@der@Personlichkeit 
in@ der@ hochstrichterlichen@ Rechtsprechung ， 

1963.  S.  48;  v.  Mangolt/Klein/Starck,  a.a.o. 

Ⅰ   nm ， 93] ， Art ・ 2@ Anm ・ Ill@ 3;@ W ・ Werten ， 

bruch  Grundgesetzulnd  Menschenwtirde,1958, 

S. 181 は ・このような 人格と結び付いた 人間把握 
を批判するものとして Nipperdey/Wiese, a.a. 
0. い nm. 103], S. 76. 9 ぼ ・， 773. Badura, a.a. 

0.  い nm. g5],  S.  340 ぼ ・ ; Luhmann,  a.a.o. 

い nm.  g1],  S.  57 は ・ ;  H.-U.  Evers,  Zur 
Auslegung des Art. 2 Abs. I des Grund- 

gesetzes, A6R 90 (1e65), S.88 ぼ ・などがあ る。 
107,108) コ ン " ルト， 1 n 下 ) 論文， 判タ 378 号 18 頁。 

10g) Hussey 文書 28-B-8-50 なお， 現段階では， 

それぞれの文書の 日時が確定しきれていない。 
Hussey 文書を時系列に 整序することによって 
憲法制定過程の 重要な部分が 明らかになると 思 、 
われるが，今後の 課題にしたひ。 なお， Hussey 
文書に基づいた 制定 史 として，田中英夫 干 憲法 
制定過程覚え 書 J (1979 年 ) があ る。 

横浜国立大学経済学部，天川 晃 教授に資料の 貸 
字華便宜を図って 頂いた。 記して感謝の 意を表 
したひ。 

110) 永井Ⅰ兼子監修 ( 影山日出 弥 執筆 コ ，前掲 註 65, 
42 頁。 

11l) Vgl. BayVerfGH BayVBl 1982. S. 50. 

112) 治安維持法については ，奥平康弘『治安維持法 
小史 J (1977 年 ) 参照。 

113) 個人主義は多義的概俳であ るが，その構成観念 
の第一として「個々の 人間の最高でかつ 固有の 
価値という究極の 道徳原則」があ げられる (S. 
Lukes, Types of Individualism, in D ニ cCtio- 

nary of the History of Ideas, vol. 11, 1973, 

p. 597). 

114) Ch,. Starck は，形而上学的に 基礎づけられた 
人間の尊厳の 重要性を強調する。 彼によれ ば ， 

国家と形而上学とは ，二律背反の 関係にあ る。 
つまり，国家は ，一方で，法秩序によって 人間 
の形而上学的次元を 尊重し，保護しなければな 
らない。 しかし，他方で ，国家は，形而上学で 
もって何もすべきではない。 特に，国家は ，信 
仰も形而上学も 義務として国民に 押しつけては 
ならないのであ る (Starck,a.a.o. い nm. 96] 

115) Vgl. R. Marcic, Ein neuer Aspekt der Men. 
schenwUrde,  in  FeStgabe  fUr  E.  v.  Hippel, 

1965,  189 ぼ ． 

116)  Vgl. AK-GG-Podlech  Art.  l  Abs.  l  Rz. 6. 

117)  ヨン "  ルト， 1  ( 上 ) 論文， 判タ 377 号 15 頁 註 20 

118)  新村田編『 広 辞苑 ( 第三板 J  870 頁 (1983 年 ) 。 
11g)  M 且 nch, a.a.o. [Anm. 85],Rdnr. ll; vgl. auch 

P. Badura, Staatsrecht, 1986. S. 87. 

120)  コンパルト， 1  ( 上 ) 論文， 判タ 377 号 16 頁。 
121)  Vgl.J. H 廿 llen,Die  En は tehung  desindividua- 

Ilstlschen  (Personhaften)  Naturrech 麓 denken: 

John  Milton  und  John  Locke  alsWegberei Ⅰ ler, 

in  Menschenrechte,  Bd.  l,  1981  (Forschung 

und  Ⅰ n 「 ormation  Bd. 30), S. 71 Ⅰ・ 

122) この観点から 論証するのが ，落合博士 ( 前掲 註 
67) であ る。 

123) 佐藤幸治教授は ， 13 条後段の「 p 幸福追求権 田 
は ， r 個人の尊重コ 原理と結びついて ，個人の 

人格価値そのものを 重要な保護法益とする」 ( 前 
掲 註 74. 287 頁 ) と述べている。 名誉 投損 表現に 
対する司法的事双抑制を 合憲とした北方ジャー 
ナル事件上告審判決 ( 最大判昭和 61.6.11 判時 
1194 号 3 頁 ) が人格権 概念を承認したものであ 
るか否かほついては ，見解が分れている。 五十 
嵐清「人格権 の侵害と差止請求権 」 ( ジュリス 
ト 865 号㌍ 頁 ) は，それを肯定する。 それに 対 
して，松井茂 記 「表現の自由と 名誉 殿損 再考」 
( 法律のひろ は 39 巻 10 号 47 頁 ) は，そのような 
理解に疑問を 呈している。 なお，簡単なもので 
はあ るが，北方ジャーナル 事件判決については ， 
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